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●
は
じ
め
に

金
大
中
政
権
時
代
の
一
九
九
九
年

に
、「
国
民
の
最
低
生
活
保
障
」
を
謳

う
「
国
民
基
礎
生
活
保
障
法
」（
以
下

「
基
礎
法
」）
が
制
定
さ
れ
、
翌
年
か
ら

施
行
さ
れ
た
。
こ
の
「
最
低
生
計
費
」

に
よ
る
基
礎
生
活
保
障
制
度
は
、
韓
国

の
公
的
扶
助
＝
現
金
給
付
の
中
心
で
あ

り
、
か
つ
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
経
済
危
機
下
で
市

民
運
動
に
主
導
さ
れ
た
福
祉
国
家
化
の

核
心
を
な
す
。
し
か
し
同
法
が
施
行
さ

れ
る
と
現
金
給
付
に
関
し
て
、
二
つ
の

大
き
な
課
題
が
浮
上
し
て
き
た
。
ひ
と

つ
は
、
既
存
の
「
敬
老
年
金
」（
当
初

は
老
齢
手
当
）
と
「
障
害
手
当
」
―
と

も
に
非
拠
出
―
を
、
基
礎
生
活
保
障
の

ほ
か
拠
出
制
の
国
民
年
金
（
一
九
八
八

年
導
入
、
九
九
年
に
皆
年
金
）
と
も
整

合
さ
せ
る
作
業
で
あ
る
。
結
論
を
先
取

り
す
る
と
、
進
歩
派
・
盧
武
鉉
政
権
が

所
得
下
位
七
割
へ
の
普
遍
的
な
「
基
礎

老
齢
年
金
」
に
踏
み
切
り
、
そ
の
後
、

保
守
派
の
李
明
博
政
権
と
朴
槿
恵
政
権

が
こ
の
路
線
を
踏
襲
し
て
、
高
齢
者
・

障
害
者
へ
の
基
礎
的
所
得
保
障
へ
と
近

づ
け
た
。

も
う
ひ
と
つ
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
通
貨
危
機

か
ら
の
回
復
に
も
拘
わ
ら
ず
、「
勤
労

貧
困
」（
ワ
ー
キ
ン
グ
・
プ
ア
）
問
題

が
む
し
ろ
深
刻
化
し
た
こ
と
で
あ
る
。

李
明
博
政
権
は
経
済
・
雇
用
拡
大
に
よ

る
解
決
を
目
指
し
た
が
果
た
せ
ず
、
他

方
、
か
つ
て
福
祉
改
革
を
主
導
し
た
進

歩
派
陣
営
も
、
最
低
生
計
保
障
の
強
化

以
外
に
、
有
効
な
代
案
を
出
せ
ず
に
い

た
。こ

の
打
開
策
は
、
自
活
事
業
現
場
に

も
詳
し
い
政
府
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
研
究

者
ら
か
ら
出
さ
れ
た
。
最
低
生
計
費

基
準
を
廃
し
て
、
生
計
・
医
療
・
教

育
・
住
居
を
「
個
別
給
付
」
に
分
化
さ

せ
る
と
い
う
も
の
で
、
ニ
ー
ズ
別
の
社

会
手
当
―
韓
国
版
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
イ
ン

カ
ム
―
を
展
望
す
る
も
の
で
あ
る
。
か

ね
て
、「
マ
ッ
チ
ュ
ム
（
ニ
ー
ズ
対
応
）

型
」
福
祉
を
提
唱
し
て
き
た
朴
槿
恵
政

権
が
、
こ
の
改
革
案
を
取
り
込
み
、
実

現
へ
の
政
治
的
主
導
権
を
発
揮
し
て
い

る
。
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
イ
ン
カ
ム
構
想
ま

で
は
共
有
さ
れ
な
い
ま
ま
、
保
守
派
政

権
が
社
民
的
福
祉
改
革
を
取
り
込
む
と

い
う
ア
イ
ロ
ニ
カ
ル
な
事
態
に
、
韓
国

に
お
け
る
ア
イ
デ
ィ
ア
政
治
の
一
例
を

み
る
こ
と
が
で
き
る
。

●
高
齢
・
障
害
手
当
の
導
入
と
改
革

一
九
九
一
年
、
生
活
保
護
受
給
者
で

あ
る
老
齢
者
と
障
害
者
へ
の
手
当
の
創

設
が
、
現
行
の
現
金
給
付
の
起
点
で
あ

り
、
民
主
化
に
よ
る
福
祉
改
革
の
始
ま

り
で
も
あ
っ
た
。
経
緯
を
た
ど
る
と
、

韓
国
の
近
代
的
福
祉
制
度
の
形
成
は
、

一
九
六
〇
年
代
初
頭
、
朴
正
煕
軍
事
政

権
に
よ
る
救
護
行
政
改
革
と
し
て
な
さ

れ
た
（
参
考
文
献
②
）。
そ
の
実
態
は

飢
死
し
な
い
だ
け
の
主
食
の
配
給
を
主

と
し
た
。
経
済
成
長
に
つ
れ
て
、
多
少

は
改
善
さ
れ
た
が
、
非
労
働
能
力
者
で

さ
え
も
生
計
に
要
す
る
金
銭
支
給
が
な

さ
れ
な
い
状
況
は
続
い
た
。
維
新
体
制

崩
壊
後
、
一
九
八
七
年
の
「
民
主
化
」

に
前
後
し
て
、
当
事
者
団
体
に
よ
る
国

会
請
願
な
ど
の
結
果
、「
老
齢
手
当
」「
障

害
手
当
」
が
、
一
九
八
九
年
の
法
律
改

正
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ
、
一
九
九
一
年

か
ら
月
一
万
ウ
ォ
ン
の
現
金
支
給
が
始

ま
っ
た
。
極
め
て
少
額
で
、
生
活
保
護

の
不
足
を
補
う
に
も
十
分
で
は
な
か
っ

た
が
、
救
護
行
政
か
ら
生
活
保
障
へ
の

転
換
の
始
ま
り
で
あ
っ
た
。
そ
の
後
、

基
礎
生
活
保
障
制
度
の
確
立
に
連
動
し

て
、
二
〇
一
四
年
現
在
、
高
齢
者
・
障

害
者
の
所
得
下
位
七
割
へ
の
普
遍
的
、

基
礎
的
な
現
金
給
付
制
度
と
な
っ
て
い

る
。高

齢
者
へ
の
手
当
は
一
九
九
八
年
か

ら
生
活
保
護
受
給
者
以
外
に
も
対
象
を

少
し
広
げ
、
盧
武
鉉
政
権
時
代
の
二
〇

〇
七
年
に
は
「
基
礎
老
齢
年
金
」
と
し

て
、基
礎
生
活
保
障
と
は
切
り
離
し
て
、

高
齢
者
の
所
得
下
位
七
割
に
ま
で
い
き

わ
た
る
社
会
手
当
制
度
へ
と
改
訂
さ
れ

た
（
表
１
）。
支
給
額
も
、
恣
意
的
な

定
額
か
ら
、
国
民
年
金
加
入
者
の
平
均

所
得
月
額
（
ａ
値
）
を
基
準
と
す
る
こ

と
で
、
客
観
性
と
公
平
性
が
は
か
ら
れ

て
い
る
。
朴
槿
惠
政
権
は
、
選
挙
公
約

金 

早
雪
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ど
お
り
、「
基
礎
年
金
」
と
改
名
し
て
、

支
給
額
を
ほ
ぼ
二
倍
の
二
〇
万
ウ
ォ
ン

を
上
限
と
し
て
、
国
民
年
金
と
あ
わ
せ

て
月
額
五
〇
万
ウ
ォ
ン
の
基
礎
所
得
保

障
制
度
へ
と
改
革
し
た
。

障
害
者
手
当
は
（
表
２
）、
当
初
は

生
活
保
護
受
給
の
重
症
者
に
月
額
二
万

ウ
ォ
ン
で
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
五
年
に

軽
症
者
を
加
え
、二
〇
〇
七
年
に
は「
次

上
位
」（
最
低
生
計
費
の
一
二
〇
％
以

下
）
階
層
に
も
広
げ
ら
れ
、
金
額
も
毎

年
の
よ
う
に
引
き
上
げ
ら
れ
た
。
李
明

博
政
権
期
の
二
〇
一
〇
年
に
は
、
基
礎

老
齢
年
金
と
の
整
合
を
図
る
た
め
、
障

害
者
年
金
法
に
改
正
し
、
低
所
得
の
重

症
者
に
は
基
礎
給
付
（
基
礎
老
齢
年
金

と
の
併
給
不
可
）
と
付
加
給
付
の
二
段

階
と
し
て
、
基
礎
生
活
保
障
受
給
の
軽

症
者
に
は
障
害
手
当
三
万
ウ
ォ
ン
と
し

た
。
こ
の
ほ
か
に
二
〇
〇
二
年
か
ら
障

害
児
童
扶
養
手
当
（
二
〇
〇
七
年
か
ら

障
害
児
童
手
当
）
が
、
現
在
、
月
額
一

〇
〜
二
〇
万
ウ
ォ
ン
、
二
万
余
世
帯
に

支
給
さ
れ
て
い
る
。

こ
う
し
た
手
当
制
度
改
革
に
、
三
つ

の
意
義
が
確
認
で
き
る
。
第
一
に
、
対

象
と
金
額
の
基
準
策
定
で
、
新
た
な
相

対
的
、
合
理
的
な
基
準
が
定
着
し
た
こ

と
で
あ
る
。
対
象
者
は
、
最
低
生
計
費

で
は
な
く
、
所
得
分
布
の
下
位
七
割
ま

で
と
さ
れ
た
。
他
の
福
祉
施
策
で
も
同

様
に
、
下
位
七
割
を
相
対
貧
困
の
上
限

と
す
る
こ
と
に
国
民
的
合
意
が
形
成
さ

れ
た
と
い
っ
て
よ
い
。
支
給
額
で
は
、

国
民
年
金
（
拠
出
制
）
賦
課
部
分
の
算

出
基
準
で
あ
る
「
ａ
値
」
が
援
用
さ
れ

て
い
る
。た
だ
し
二
〇
一
四
年
改
革
で
、

高
齢
・
基
礎
年
金
を
ａ
値
の
五
％
か
ら

最
大
一
〇
％
に
増
額
さ
れ
た
よ
う
に
、

ａ
値
の
何
％
と
す
る
か
は
、
予
算
制
約

下
で
の
政
治
的
判
断
に
よ
る
こ
と
は
い

う
ま
で
も
な
い
。
第
二
に
、
こ
れ
ら
手

当
制
度
の
社
民
的
改
革
が
、
進
歩
派
政

権
か
ら
保
守
派
政
権
に
も
引
き
つ
が
れ

て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
こ
れ
は
、
現
代

韓
国
の
福
祉
推
進
力
が
、
国
民
に
広
く

深
く
浸
透
し
た
、
生
存
権
保
障
を
含
む

「
民
主
化
」
―
い
わ
ば
民
権
運
動
―
に

由
来
す
る
こ
と
を
示
唆
し
て
い
る
。
第

三
に
、
こ
れ
ら
無
拠
出
手
当
は
全
額
、

一
般
財
源
か
ら
支
出
さ
れ
、
国
民
年
金

基
金
か
ら
は
支
出
さ
れ
な
い
と
条
文
に

も
明
記
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
こ
と
か

ら
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
イ
ン
カ
ム
化
を
期
待

す
る
の
は
早
計
で
あ
る
。
な
ぜ
な
ら
こ

れ
ら
の
手
当
は
、
将
来
的
に
は
拠
出
制

国
民
年
金
に
統
合
す
べ
き
と
さ
れ
て
い

る
。
導
入
時
は
生
活
保
護
の
不
足
を
、

現
在
は
国
民
年
金
の
不
備
を
補
う
と
い

う
相
違
は
あ
る
が
、
所
得
保
障
の
部
分

的
、
過
渡
的
な
措
置
で
あ
る
点
で
は
変

わ
り
は
な
い
。

●
勤
労
貧
困
＝
社
会
保
障
「
死
角

地
帯
」

基
礎
法
に
よ
る
生
活
保
障
制
度
の
特

徴
は
、「
最
低
生
計
費
」
に
基
準
を
お

い
た
こ
と
に
あ
る
。
具
体
的
に
は
、
①

毎
年
、
保
障
水
準
の
最
低
生
計
費
を
政

府
・
保
健
福
祉
部
（
省
）
が
決
定
し
発

表
す
る
こ
と
、
②
対
象
者
は
、
最
低
生

計
費
以
下
の
「
所
得
」（
資
産
の
換
算

分
を
含
む
）
の
者
（
世
帯
）
で
、「
一

八
歳
未
満
」「
六
五
歳
以
上
」
の
年
齢

（注）「ａ値」は国民年金加入者の平均所得月額。
（出所）筆者作成。

時期 1991 ～ 1997 年 1998 ～ 2007 年 2007 ～ 2014 年 6 月 2014 年 7 月以降
名称／
根拠法

老齢手当（1997 年）／老
人福祉法（1989 年改正）

敬老年金／老人福祉法
（1997 年改正）

基礎老齢年金／基礎老齢
年金法（2007 年制定）

基礎年金／基礎年金法
（2014 年制定）

概要

生活保護受給の高齢者
・当初、70 歳以上（約 8
万人）に 1 万㌆、後 3
万㌆（80 歳以上は 5 万
㌆）

・1997 年から 65 歳以上
（約 17 万人）

生活保護（基礎保障）受
給者と一定所得以下の 65
歳以上（約 26 万人）、4
万㌆（80 歳以上は 5万㌆）

65 歳以上（当初 70 歳以
上）で所得下位 70％（2007
年 60％）以下）（約 354
万人）に、「a 値」の 5％
相当（2008 年 8.4 万㌆）

・65 歳以上の所得下位
70％以下で他の公的年
金非受給者（約 410 万
人）に、「a値」の最大
10 ％（2014 年 10 ～ 20
万㌆）

・国民年金とあわせて 50
万㌆保障する

・基礎生活保障の受給者
は一部を所得認定（生
計保障を減額）

表 1　韓国の高齢者手当（非拠出年金）の変遷

（注）（1）このほか、18 歳未満の障害児には、2002 年から「障害児童扶養手当」（2007 年から「障害児童手当」）が支給される。現在、約 2 万余世帯に、重
症児 15 万ウォンか 20 万ウォン、軽症児 10 万ウォンである。

（2）韓国では法令等でも、障害者は「障碍人」という。なお「次上位」階層とは所得が最低生計費の 100 ～ 120％以下の世帯。また「a 値」は国民年
金加入者の平均所得月額。

（出所）筆者作成。

時期 1991 ～ 2005 年 2005 ～ 2007 年 2007 ～ 2009 年 2010 年以降
名称／
根拠法 障害手当／障害者福祉法（1989 年改正）（2） 障害者年金／障害者年金法（2010

年制定、2014 年改正）（2）

概要

生活保護（基礎保障）
受給者の重症障害者
（当初 6800 人、のち約
14 万人）、当初 2 万㌆
（1995 年 3 万㌆、80 歳
以上は 5万㌆）

基礎保障受給者で、重
症者（6万㌆）・軽症者（2
万㌆）、約 30 万人

・基礎保障受給か「次
上位」の重症者（12
～ 13 万㌆）

・基礎保障受給の軽症
者（2～ 3万㌆）

・一定所得以下の重症者は「年
金」：基礎給付（「a 値」の 5％
〈2013 年 9.6 万～ 17.6 万㌆〉で
基礎老齢年金と併給不可）と付
加給付（所得と年齢別に 6段階
2～ 17 万㌆）の 2段階

・基礎保障受給の軽症者は障害者
福祉法による「手当」
計約 26 万人

表 2　韓国の障害者手当（非拠出年金）の変遷（1）
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制
限
を
廃
し
て
普
遍
化
し
た
こ
と
、
③

扶
養
義
務
範
囲
を
生
活
実
態
に
合
わ
せ

て
、
従
来
の
形
骸
的
な
「
親
族
」（
八

親
等
）
か
ら
「
同
居
す
る
二
親
等
」（
現

在
は
一
親
等
）
と
し
た
こ
と
、
④
支
給

は
、
生
計
、
医
療
、
教
育
、
住
居
、
分

娩
、
葬
祭
に
つ
い
て
世
帯
単
位
で
行
う

こ
と
、
⑤
自
活
支
援
対
象
の
就
労
可
能

者
は
「
条
件
付
き
」
受
給
と
し
た
ほ
か
、

「
次
上
位
」
規
定
も
お
か
れ
た
。

基
礎
法
が
施
行
さ
れ
る
と
、
最
低
生

計
費
が
適
切
か
ど
う
か
、
扶
養
義
務
者

の
範
囲
や
扶
養
能
力
の
判
定
の
是
非
、

財
産
の
所
得
還
元
方
法
の
適
否
、
住
所

不
定
者
へ
の
対
応
、
年
度
途
中
の
緊
急

申
請
の
必
要
性
、
結
婚
移
住
女
性
ら
の

国
籍
条
項
な
ど
、
多
く
の
問
題
が
表
出

し
た
。
保
守
系
メ
デ
ィ
ア
は
、
不
正
受

給
や
福
祉
依
存
へ
の
批
判
を
展
開
も
し

た
が
、
歴
代
政
府
は
、
扶
養
義
務
範
囲

の
縮
小
な
ど
、
概
し
て
運
用
の
弾
力
化

を
図
っ
た
。
そ
の
一
方
で
、「
最
低
生

計
費
」
に
は
、
医
療
・
教
育
・
住
居
給

付
も
含
ま
れ
て
い
る
も
の
と
し
て
、
実

際
の
生
計
給
付
基
準
は
所
定
最
低
生
計

費
の
七
〇
％
程
度
と
さ
れ
た
。
二
〇
一

四
年
度
の
四
人
世
帯
の
最
低
生
計
費
一

六
三
万
ウ
ォ
ン
に
対
し
て
一
〇
二
・
八

万
ウ
ォ
ン
と
な
る
。
ま
た
、
自
活
支
援

事
業
で
は
、
次
上
位
以
外
の
貧
困
層
も

参
加
で
き
る
よ
う
に
、
こ
れ
を
基
礎
法

か
ら
分
離
す
る
法
案
も
提
出
さ
れ
た

が
、
こ
れ
は
実
現
さ
れ
な
か
っ
た
。

基
礎
生
活
保
障
制
度
一
〇
年
の
軌
跡

を
精
査
し
た
政
府
報
告
書
（
参
考
文
献

④
）
は
、
最
低
生
計
費
保
障
に
内
在
す

る
問
題
と
し
て
、
対
象
者
に
は
四
種
給

付
が
な
さ
れ
、
次
上
位
に
は
自
活
事
業

が
提
供
さ
れ
る
が
、
そ
れ
以
外
の
低
所

得
者
に
は
（
高
齢
者
・
障
害
者
の
手
当

を
除
い
て
）
何
ら
給
付
さ
れ
な
い
「all-

or-nothing

」シ
ス
テ
ム
だ
と
指
摘
し
た
。

ま
た
、
政
府
シ
ン
ク
タ
ン
ク
で
あ
る

韓
国
保
健
社
会
研
究
院
（
Ｋ
Ｉ
Ｈ
Ａ
Ｓ

Ａ
）
の
研
究
員
ら
は
、
福
祉
パ
ネ
ル
分

析
を
も
と
に
、
福
祉
予
算
の
過
半
が
基

礎
生
活
保
障
に
向
け
ら
れ
て
い
る
が
、

そ
の
受
給
か
ら
漏
れ
る
低
所
得
層
が
社

会
保
険
網
か
ら
も
漏
れ
て
い
る
こ
と
を

示
し
た
（
表
３
）。
零
細
事
業
場
や
非

正
規
職
の
労
働
者
な
ど
、
中
位
所
得
五

〇
％
以
下
の
う
ち
八
割
近
く
が
産
災

（
労
災
）
保
険
や
雇
用
保
険
に
加
入
し

て
お
ら
ず
、
二
割
以
上
が
公
的
年
金
や

健
康
保
険
か
ら
も
漏
れ
て
い
る
。
社
会

保
障
の「
死
角
地
帯
」と
呼
ば
れ
る「
転

落
予
備
軍
」
が
、
二
〇
〇
万
か
ら
五
〇

〇
万
人
に
も
の
ぼ
る
の
で
あ
る
。

●
個
別
給
付
と
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
イ

ン
カ
ム
構
想

Ｋ
Ｉ
Ｈ
Ａ
Ｓ
Ａ
の
盧
デ
ミ
ョ
ン
研
究

員
ら
は
、「
死
角
地
帯
」
を
解
消
す
る

所
得
保
障
手
段
と
し
て
、
基
礎
生
活
保

障
制
度
を
広
げ
る
戦
略
と
、
普
遍
的
な

各
種
「
社
会
手
当
」
を
広
げ
る
戦
略
と

を
検
討
し
て
い
た
。
ま
た
、
基
礎
生
活

保
障
制
度
に
つ
い
て
は
、
医
療
、
教
育
、

そ
し
て
住
居
へ
の
給
付
を
最
低
生
計
費

パ
ッ
ケ
ー
ジ
か
ら
切
り
離
し
て
、
個
別

給
付
に
分
立
さ
せ
る
と
い
う
改
革
案
を

提
示
し
た
。
一
定
所
得
以
下
へ
の
個
別

給
付
制
度
は
、
資
力
調
査
も
な
く
、
事

実
上
、
住
居
な
ど
ニ
ー
ズ
別
の
社
会
手

当
に
相
当
す
る
。
実
際
、
個
別
給
付
案

は
、
貧
富
の
格
差
是
正
策
と
し
て
、
中

位
所
得
五
〇
％
以
下
へ
の
ベ
ー
シ
ッ

ク
・
イ
ン
カ
ム
の
可
能
性
が
検
討
さ
れ

て
い
る
。

二
〇
一
三
年
、
朴
槿
恵
政
権
が
発
足

す
る
と
、
盧
研
究
員
ら
の
個
別
給
付
構

想
を
「
マ
ッ
チ
ュ
ム
（
ニ
ー
ズ
対
応
）

型
給
付
」
と
呼
び
換
え
て
、
公
聴
会
開

催
な
ど
改
革
作
業
が
始
ま
っ
た
。
改
革

案
は
（
表
４
）、
①
対
象
選
定
は
中
位

所
得
を
基
準
と
す
る
、
②
生
計
、
医
療
、

住
居
、
教
育
の
給
付
対
象
は
そ
れ
ぞ
れ

中
位
所
得
の
三
〇
％
以
下
、
四
〇
％
以

下
、
四
五
％
以
下
、
五
〇
％
以
下
と
す

る
―
次
上
位
階
層
に
は
生
計
や
医
療
は

給
付
さ
れ
な
い
が
住
居
や
教
育
の
給
付

は
可
能
―
、
③
現
行
の
生
計
給
付
水
準

は
下
げ
ず
む
し
ろ
少
し
引
き
上
げ
る
、

な
ど
で
あ
る
。
試
算
に
よ
る
と
、
受
給

対
象
は
、
現
行
八
三
万
世
帯
（
一
四
〇

万
人
）
か
ら
一
四
〇
万
世
帯
（
二
五
三

万
人
）
に
増
え
る
が
、
そ
の
う
ち
一
種

の
み
の
給
付
が
二
〇
％
、
二
種
併
給
が

四
〇
％
、
三
種
は
三
六
％
で
、
四
種
す

べ
て
は
四
％
に
と
ど
ま
る
。
追
加
経
費

二
・
三
兆
ウ
ォ
ン
（
う
ち
国
庫
一
・
八

兆
ウ
ォ
ン
）
を
要
す
る
が
、
そ
の
効
果

と
し
て
、
次
上
位
に
相
当
す
る
中
位
所

得
四
〇
〜
五
〇
％
の
貧
困
率
を
三
五
％

（注）「貧困層」は中位所得の 50％以下。
（出所）盧デミョン • 余ユジン • 金テウァン • 元イル『社会手当制度導入妥当性に対する研究』韓国保健社会研究院、2009 年（韓

国語）、109、147 ページ（元資料は韓国保健社会研究院「韓国福祉パネル」第 3 次）。

貧困層 非貧困層 実質的な適用除外の状況

公的年金 23.1 15.9 国民年金納付除外者 5,107,000 名（2007 年）

産災保険 77.3 43.1 零細事業場・5人未満事業場等の未加入率が高い

雇用保険 77.5 36.2 非正規職の加入率 52％（正規職 93％）

健康保険 21.5 1.6 健康保険料滞納者 213 万名（2006 年）

表 3　「勤労貧困層」の社会保険からの実質的な適用除外の比率（％）
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ほ
ど
低
減
で
き
る
と
い
う
。
さ
ら
に
、

最
低
生
計
費
計
測
の
た
め
の
調
査
費
用

も
節
減
で
き
る
。

こ
う
し
た
ベ
ー
シ
ッ
ク
・
イ
ン
カ
ム

を
展
望
す
る
個
別
給
付
案
に
対
し
て
、

基
礎
法
制
定
を
推
進
し
て
き
た
進
歩
派

陣
営
が
反
対
す
る
理
由
は
、「
最
低
生

計
費
」に
代
わ
る
、「
人
間
ら
し
い
生
活
」

の
最
低
保
障
水
準
が
示
さ
れ
て
い
な
い

こ
と
に
あ
る
。
ま
た
、
保
守
系
セ
ヌ
リ

党
の
朴
槿
恵
政
権
が
こ
れ
を
推
進
し
て

い
る
こ
と
へ
の
困
惑
も
小
さ
く
な
い
。

こ
の
個
別
給
付
の
実
現
に
は
、
基
礎

法
改
正
が
不
可
欠
で
あ
る
。
し
か
し
朴

槿
恵
政
権
は
、
二
〇
一
四
年
五
月
、
ま

ず
「
住
居
給
付
法
」
を
制
定
し
、
そ
の

本
格
施
行
に
は
基
礎
法
改
正
を
前
提
条

件
と
す
る
と
い
う
、
不
規
則
な
改
正
手

段
を
講
じ
た
。野
党
の
基
礎
法
改
正（
最

低
生
計
費
撤
廃
）
へ
の
抵
抗
が
強
い
た

め
で
あ
る
。

●
朴
槿
恵
政
権
の
「
マ
ッ
チ
ュ
ム

型
」
福
祉

二
〇
〇
七
年
の
大
統
領
予
備
選
で
李

明
博
候
補
に
敗
れ
た
朴
槿
恵
議
員
（
当

時
）
は
、
次
期
選
挙
に
向
け
て
中
間

層
（
と
く
に
女
性
）
を
取
り
込
む
福
祉

戦
略
を
構
想
し
、
生
涯
周
期
に
応
じ

た
「
マ
ッ
チ
ュ
ム
型
福
祉
」
を
二
〇
一

一
年
の
社
会
保
障
基
本
法
改
正
に
盛

り
込
ん
だ
。
具
体
的
に
は
、
第
二
条

（
基
本
理
念
）
の
、「
最
低
生
活
を
保
障

し
・
・
・
」
に
代
え
て
、「
多
様
な
社

会
的
危
険
か
ら
抜
け
脱
し
、
幸
福
で
人

間
ら
し
い
生
活
を
享
有
す
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
・
・
・
」
と
改
正
し
、「
生

涯
社
会
安
全
網
」（
定
義
）
と
し
て
「
生

涯
周
期
に
わ
た
っ
て
普
遍
的
に
充
足
さ

れ
ね
ば
な
ら
な
い
基
本
ニ
ー
ズ
と
特
定

の
社
会
リ
ス
ク
に
よ
っ
て
発
生
す
る
特

定
ニ
ー
ズ
を
同
時
に
考
慮
し
て
所
得
・

サ
ー
ビ
ス
を
保
障
す
る
マ
ッ
チ
ュ
ム
型

社
会
保
障
制
度
」
を
新
た
に
加
え
た
。

一
見
、
さ
し
た
る
改
正
に
は
み
え
な
い

が
、福
祉
タ
ー
ゲ
ッ
ト
を
最
低
所
得（
最

下
層
）
か
ら
、
国
民
の
生
涯
に
わ
た
る

普
遍
的
・
基
本
ニ
ー
ズ
と
特
定
リ
ス
ク

に
よ
る
ニ
ー
ズ
と
い
う
複
線
型
へ
と
転

換
さ
せ
た
。

二
〇
一
二
年
末
の
大
統
領
選
挙
で

は
、
ど
の
候
補
者
も
福
祉
と
経
済
を
重

点
施
策
に
掲
げ
た
が
、
民
主
統
合
党
の

文
在
寅
候
補
は
、「
国
民
の
基
本
的
所

得
保
障
」
と
「
仕
事
と
家
庭
の
均
衡
と

育
児
・
介
護
の
公
共
性
強
化
」
な
ど
を

前
面
に
出
し
た
。
対
す
る
朴
槿
恵
候
補

は
、「
中
産
層
七
〇
％
再
建
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
」
と
し
て
、「
老
齢
基
礎
年
金
二

〇
万
ウ
ォ
ン
に
倍
層
」「
五
歳
ま
で
無

償
保
育
」「
四
大
重
症
疾
病
の
一
〇
〇
％

保
険
適
用
」
な
ど
を
あ
げ
た
。
得
票
率

五
一
・
六
％
対
四
八
・
〇
％
の
僅
差
で

誕
生
し
た
朴
槿
惠
政
権
は
、
老
齢
年
金

改
革
に
次
い
で
、
基
礎
生
活
保
障
制
度

改
革
の
た
め
の
住
居
給
付
法
の
制
定
ま

で
実
現
さ
せ
た
が
、
本
体
の
基
礎
法
改

正
は
ま
だ
政
治
日
程
に
上
っ
て
い
な
い
。

歴
代
大
統
領
の
生
産
的
福
祉
（
金
大

中
）、
参
与
福
祉
（
盧
武
鉉
）、
能
動
的

福
祉
（
李
明
博
）
と
同
様
、
マ
ッ
チ
ュ

ム
型
福
祉
も
曖
昧
で
多
義
的
で
は
あ
る

が
、
い
ず
れ
も
そ
れ
ぞ
れ
の
時
代
と
ス

タ
ン
ス
が
表
現
さ
れ
て
い
る
。
児
童
手

当
、
老
齢
・
障
害
の
基
礎
年
金
に
続
い

て
、
住
居
給
付
を
突
破
口
と
し
て
基
礎

生
活
保
障
の
個
別
給
付
が
実
現
で
き
れ

ば
、
朴
槿
恵
政
権
は
韓
国
版
ベ
ー
シ
ッ

ク
・
イ
ン
カ
ム
の
最
初
の
一
歩
を
刻
む

こ
と
に
な
る
。
勤
労
貧
困
問
題
の
解
決

が
求
め
ら
れ
る
な
か
で
、
中
産
層
七
割

を
再
建
す
る
政
策
ア
イ
デ
ィ
ア
と
し
て

の
「
マ
ッ
チ
ュ
ム
型
」
福
祉
は
、
ど
こ

ま
で
社
民
路
線
に
呉
越
同
舟
す
る
の

か
、
韓
国
の
福
祉
政
治
の
混
線
の
行
方

は
興
味
深
い
。

（
き
む　

ち
ょ
そ
る
／
信
州
大
学
教
授
）

《
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①
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岐
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仮
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。

④
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（出所）韓国保健社会研究院・国土開発院『国民基礎生活保障制度の「マッチュム型給付体系改編方案のための研究」
中間報告（公聴会資料）』2013 年 6 月（韓国語）をもとに筆者作成。

改正案による支給条件 現行の基準との対応 生計
給付

医療
給付

住居
給付

教育
給付

中位所得 30％以下
最低生計費以下の階層
に相当

○ ○ ○ ○

中位所得 30％～ 40％ ○ ○ ○

中位所得 40％～ 45％
ほぼ現行の「次上位階
層」に相当

○ ○

中位所得 45％～ 50％ ○

表 4　基礎生活保障制度の「マッチュム型」（個別給付）への改編案


